
 

 

業 庫 第 ２ １ 号 

２０２５年４月４日 

 

代    理    店 

代理店引受金融機関本部 

 

日本銀 行業務局  

 

「統合国庫記帳システムの留意事項【代理店用】」の改訂について 

 

 国庫金関係事務につきましては、平素より格別のご高配を賜り、厚くお礼申し

上げます。 

今般、「統合国庫記帳システムの留意事項【代理店用】」について、別紙のとお

り改訂（改訂箇所には変更履歴を付しています。）し、これらの改訂を反映した

最新版を弊行ホームページに掲載しました1ので、お知らせします。 

── ２．（１）ト、「返納金戻入れ」（会計センター分）の「会計名（計算科目）」

等が同一の場合における入力において、口座選択時の留意点を追記してい

ます。その他は、システム名の変更が主な修正点です。 

 

本件に関し、ご不明な点等がございましたら、遠慮なく以下の照会先にご連

絡ください。 

 

 

 

 

 

 

 

 

以 上 

                                                      

1  掲載場所は、日本銀行ＨＰ－業務上の事務連絡－代理店等関連－代理店等関連規程。 

御中 

【本件に関する照会先】 

日本銀行業務局総務課国庫業務企画グループ 

０３－３２７９－１１１１（代表） 

  加藤（６０６８）、太田（６０７７） 
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ト、「返納金戻入れ」（会計センター分）の「会計名（計算科目）」等が同一の場合における入力 

● ｢返納金戻入れ」（会計センター分）のうち、「会計名（計算科目）」・「所管庁」・「項」が同一で、所管する官庁が異なるものを入力する場合は、次のとおり取扱う。 

口座指定の口座一覧画面において、「部局等または勘定」名の右に付されている３桁の部局等コードと「返納金納入告知書」の「部局等及び同番号」欄記載の３桁の番号が一致する「部局等また

は勘定_項」を選択する。 

（注１）交付税及び譲与税配付金特別会計の「内閣府、総務省及び財務省・交通安全対策特別交付金」では、「内閣府」に所属する官庁の口座と「総務省」に所属する官庁の口座の２口座が存在す

る。交付税及び譲与税配付金特別会計の「内閣府、総務省及び財務省・諸支出金」では、「内閣府」に所属する官庁の口座と「総務省」に所属する官庁の口座の２口座が存在する。 

（注２）口座指定の口座一覧画面において、「部局等または勘定」名の右に付されている３桁の部局等コードおよび名称が全て同一の口座が複数ある場合には、適宜の口座を選択し、画面上に表示

される「項コード」と「返納金納入告知書」の「項及び同番号」欄記載の３桁の番号が一致する口座を設定する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

口座一覧 

 

 

年度 所管庁 計算科目 
部局等または勘定 

項 
区別  

27 年 

 

内閣府、総務省及び財務

省 

交付税及び譲与税配付

金特別会計 

０６０（内閣府） 

交通安全対策特別交付金 

  

27 年 

 

内閣府、総務省及び財務

省 

交付税及び譲与税配付

金特別会計 

０７０（総務省） 

交通安全対策特別交付金 

  

 

 

 

拡大 

キャンセル 

  「返納金納入告知書」の「部局等及び同番号」欄

記載の３桁の番号と同一の３桁の部局等コードの

「部局等または勘定」を選択する。 

年度 所管庁 計算科目 
部局等または勘定 

項 
区別  

27 年 

 

内閣府、総務省及び財務

省 

交付税及び譲与税配付

金特別会計 

０６０（内閣府） 

交通安全対策特別交付金 

  

27 年 

 

内閣府、総務省及び財務

省 

交付税及び譲与税配付

金特別会計 

０７０（総務省） 

交通安全対策特別交付金 

  

 

▼口座指定／口座一覧画面 ▼所属する官庁が「内閣府」の場合 

 

  領収済通知書 区 分 年度 （債主コード） （整理番号） 

００３１ ２７  ００００００１５３  

あて先 

          

官署支出官 ○○労働局長 

        甲 野 太 郎  

 

 

 

 

 

納付期限          納付場所 

   年    月    日   

収納機関番号 納付番号                    確認番号 

                       

（会計名及び同番号） 

 一 般 会 計       ００１４ 

（所管及び同番号） 

 厚生労働省   ６１１８ 

（部局等及び同番号） 

 厚生労働本省       ０１０ 

（項及び同番号） 

 感染症対策費   ０５５ 

返 納 金 額 
百十万千百十円 

官署支出官 

所 属 官 署 

（官署名及び同番号） 

厚生労働省大臣官房 
上記の金額を領収しました。 

 

領収年月日 

返納を受ける 

支 出 官 

センター支出官 

 財務省会計センター 

  会 計 管 理 部 長 

 

返納金戻入店 日本銀行本店 

翌年度 ５月１日以降  （歳入取扱庁名（番号）） 

歳  入  組  入    厚生労働省大臣官房（59010） 
納 付 目 的 過払分返納 

 

１００００ 

１２０１０１００ 

（住所） 

  東京都○○区○○町 

（氏名） 

   乙 山 次 郎 

殿 

２８  ０２  ０４ 日本銀行本店、支店又は代理店 

００１００ １２３４－５６７８－９０１２－３４５６  １２３４５６ 

国 庫 金 

２－２７０００００２ 

 

  返納金納入告知書・領収証書 区 分 年度 （債主コード） （整理番号） 

００３１ ２７  ００００００１５３  

 

          

 

         

 

 

 

 

 

納付期限          納付場所 

   年    月    日   

収納機関番号 納付番号                    確認番号 

                       

（会計名及び同番号） 

 一 般 会 計       ００１４ 

（所管及び同番号） 

 厚生労働省   ６１１８ 

（部局等及び同番号） 

 厚生労働本省       ０１０ 

（項及び同番号） 

 感染症対策費   ０５５ 

返 納 金 額 
百十万千百十円 

官署支出官 

所 属 官 署 

（官署名及び同番号） 

厚生労働省大臣官房 
上記の金額を領収しました。 

 

領収年月日 

返納を受ける 

支 出 官 

センター支出官 

 財務省会計センター 

  会 計 管 理 部 長 

 

返納金戻入店 日本銀行本店 

翌年度 ５月１日以降  （歳入取扱庁名（番号）） 

歳  入  組  入    厚生労働省大臣官房（59010） 
納 付 目 的 過払分返納 

 

１００００ 

１２０１０１００ 

（住所） 

  東京都○○区○○町 

（氏名） 

   乙 山 次 郎 

殿 

２８  ０２  ０４ 日本銀行本店、支店又は代理店 

００１００ １２３４－５６７８－９０１２－３４５６  １２３４５６ 

国 庫 金 

２－２７０００００２ 

 

  領   収   控 区 分 年度 （債主コード） （整理番号） 

００３１ ２７  ００００００１５３  

右のとおり納付して下さい。 

   年    月    日 

 

 

 

 

納付期限          納付場所 

   年    月    日   

収納機関番号 納付番号                    確認番号 

納付期限          納付場所 

   年    月    日   

収納機関番号 納付番号                    確認番号 

                       

（会計名及び同番号） 

交付税及び譲与税配付金特別会計００７６ 

（所管及び同番号） 

内閣府、総務省及び財務省 ６３１３ 

（部局等及び同番号） 

   ０６０ 

（項及び同番号） 

交通安全対策特別交付金   ０３０ 

返 納 金 額 
百十万千百十円 

官署支出官 

所 属 官 署 

（官署名及び同番号） 

警視庁 
上記の金額を領収しました。 

 

領収年月日 

返納を受ける 

支 出 官 

センター支出官 

 財務省会計センター 

  会 計 管 理 部 長 

 

返納金戻入店 日本銀行本店 

翌年度 ５月１日以降  （歳入取扱庁名（番号）） 

歳  入  組  入    警察庁長官官房会計課（00001159） 
納 付 目 的 過払分返納 

◎ この返納金納入告知書は、３枚１組となっていますから、３枚とも納付場所に提出して下さい。 

￥８５１００ 

０６２０３４００ 

（住所） 

  東京都○○区○○町 

（氏名） 

   資金前渡官吏○○県警察本部 ○○○○ 

 

殿 

２８  ０１  １８ 

２８  ０２  ０４ 日本銀行本店、支店又は代理店 

００１００ １２３４－５６７８－９０１２－３４５６  １２３４５６ 

国 庫 金 

２－２７０００００２ 

返納金 

選 択 

平成 28年 01 月 18 日 

××××× 



追補（７）２．保管金・供託金および特別調達資金の支払情報（振込情報）による払出事務 

 

●  自店に保管金もしくは供託金口座を有する歳入歳出外現金出納官吏または自店に特別調達資金口座を有する特別調達資金出納命令官もしくは特別調達資金出納官吏（以下追補

（７）において「特別調達資金出納命令官等」という。）が、官庁会計システムにより指図した支払情報（振込情報）の払出事務は、次のとおり取扱う。 

── 支払情報による払出分が保管金内訳帳、特別調達資金内訳帳の当該口座に記帳された場合には、「国庫金勘定事務」－「ホーム」画面の「国庫内為替」の受信状況が「なし」

から「あり」に変わるので、入力終了の送信までに「口座別受払残高一覧」を出力する。 
 
＜例＞ 

振  込…… Ａ代理店（自店）に保管金口座を有するＢ裁判所の歳入歳出外現金出納官吏が「支払情報・振込情報（通常払）：5,000 円、国庫金振込等指図書番号：1234」を指図したケース 

 

 
 

 

  

 

 

 

 

 

                                                    

 

 

 

 

 

 

 

明細 

番号 

 

日付 

入力店 

小切手番号または 

振替書番号 

 

摘 要 

 

借（払出） 

 

貸（受入） 

 

残 

1 20.4.1  旧帳から繰越  4,005,000 4,005,000 

 

2 

 

21.3.26 

本店 

指 1234 

  

5,000 

 

 

 

4,000,000 

 

 

 

＜Ａ代理店＞ 
 

 ▼ 「国庫金勘定事務」－「ホーム」画面 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
－ホーム 

＋通常入力 

－支払未済額 

＋諸報告 

＋更正等入力 

＋帳簿照会 

＋計表照会 

－入力終了 

－入力終了取消 

－事務選択画面（戻る） 
 

 

 

ホーム 

 

○国庫内為替受信状況 

 

・国庫内為替     … あり 

・振替済通知書    … なし 
 

（官庁会計システム） 

） 

１／２ 

 

財務省会計センター 

①支払情報・振込情報（5,000 円） 

国庫金勘定 

日付：●●○○年○月○日 

ユーザーＩＤ：Ｘ001 

ユーザー氏名：ＸＸＸＸ 

 

Ｂ裁判所 

歳入歳出外現金出納官

吏 

国庫金支払系歳出金集中払

等システム 
②払出データ 

全銀センター 

（全銀システム） 

④振込明細データ 

 

「国庫内為替」の受信状況が「なし」から「あり」に変わるので、入力終了の

送信までに「口座別受払残高一覧」を出力する。 

＊振込資金 
依頼先金融機関 

↓ 
⑤受取人口座へ入金 

 

＊振込資金は、日本銀行本店にある
振込依頼先金融機関の当座勘定に
入金する（日本銀行の支店にのみ
当座勘定を有する先は当該当座勘
定に入金）。 
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― 払出額は指図書毎に記帳。 

統合国庫記帳システム 
 

③Ａ代理店の保管金内訳帳の「Ｂ裁判所」口座に自動払出記帳（午前９時３０分頃までを目処） 

日 本 銀 行 本 店 



＜Ａ代理店の計表＞ 

▼「国庫金処理別受払高表（科目別検証用＜添付・入力件数等＞）［払］」（「自店入力分」、「他店入力分」、「センターからの連動分」、「自店計」のうち「センターからの連動分」、「自店計」に印字） 
 

国庫金処理別受払高表（科目別検証用＜添付・入力件数等＞） ［払］ 
平成２０年度０３月分自店計（および「センターからの連動分」に印字＜金額のみ＞） 

                                                                        Ａ代理店 

＜――――――――――――――――――現金――――――――――――――――――＞     

＜自店（窓口）＞ ＜――――――――別計算――――――――＞  

    ＜計＞ 

送信摘要 

コード 

 

コード 

計算科目 

  名称 

＜振替＞ 

＜交換所＞ ＜送金＞ ＜その他＞ 

  ――――― ―――――   ０７０ １０５１ 保管金 5,000 

  ――――― ―――――     金額合計 5,000 

 ――――― ―――――     入力件数合計 １ 

 

 

 

▼「国庫金処理別受払高表（科目別検証用＜添付・入力件数等＞）［受］」（「自店入力分」、「他店入力分」、「センターからの連動分」、「自店計」のうち「センターからの連動分」、「自店計」に印字） 
 

国庫金処理別受払高表（科目別検証用＜添付・入力件数等＞） ［受］ 
平成２０年度０３月分自店計（および「センターからの連動分」に印字＜金額のみ＞） 

                                                                        Ａ代理店 

＜――――――――――――――――――現金―――――――――――――――――――＞     

＜自店（窓口）＞ ＜――――――――別計算――――――――＞  

    ＜計＞ 

送信摘要 

コード 

 

コード 

計算科目 

  名称 

＜振替＞ 

＜交換所＞ ＜送金＞ ＜その他＞ 

     ０７０ １４１７ ※国庫内為替 5,000 

       金額合計 5,000 

       入力件数合計 １ 

 

 

 

▼「国庫金処理別受払高表（科目別検証用＜添付・入力件数等＞）［計算外］」（「自店入力分」、「他店入力分」、「センターからの連動分」、「自店計」のうち「センターからの連動分」、「自店計」に印字） 
 

国庫金処理別受払高表（科目別検証用＜添付・入力件数等＞） ［計算外］ 

平成２０年度０３月分自店計（および「センターからの連動分」に印字） 

                                                                        Ａ代理店 

   計算科目 

項  目 入力件数 ＜―――――――金 額―――――――＞ コード 名  称 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

入力件数 総合計（受） １    

入力件数 総合計（払） １    

入力件数 総合計（計） ２    

 

▼「口座別受払残高一覧」 

口座別受払残高一覧 

（日付）平成 21 年 03 月 26 日 

平成 20 年度 

口座名称         

計算科目 所管庁等 取引官庁等 部局等（勘定） 項       

 ＜――――――――――――――――――当日――――――――――――――――――――――＞  ＜――――受累計――――＞ ＜――――払累計――――＞ 

コード ＜受＞ ＜払＞ ＜残高＞ ＜旧帳から繰越高＞ ＜月初来＞ ＜年度初来＞ ＜月初来＞ ＜年度初来＞ 

保管金 Ｂ裁判所          

1051    5,000 4,000,000 4,005,000   5,000 5,000 

国庫内為替           

1417  5,000   5,000  5,000 5,000   

 

 

 

 

 

       3 

取引日 21.03.26 

       6 

取引日 21.03.26 

1 

Ａ代理店 

２／２ 

       8 

取引日 21.03.26 
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追補（７）３．保管金・供託金および特別調達資金の支払情報（送金情報）による払出事務 

 

●  自店に保管金もしくは供託金の口座を有する歳入歳出外現金出納官吏または自店に特別調達資金口座を有する特別調達資金出納命令官等が、官庁会計システムにより指図した支払

情報（送金情報）の払出事務は、次のとおり取扱う。 

── 支払情報による払出分が保管金内訳帳、特別調達資金内訳帳の当該口座に記帳された場合には、「国庫金勘定事務」－「ホーム」画面の「国庫内為替」の受信状況が「なし」

から「あり」に変わるので、入力終了の送信までに「口座別受払残高一覧」を出力する。 
 
＜例＞ 

送  金…… Ｃ代理店（自店）に保管金口座を有するＤ裁判所の歳入歳出外現金出納官吏が「支払情報・送金情報（通常払）：3,000 円、国庫金振込等指図書番号：5678」を指図したケース 

 

 
 

 

  

 

 

 

 

 

                                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜Ｃ代理店＞…… Ｃ代理店の計表は、「２．保管金・供託金の支払情報（振込情報）による払出事務」の「＜Ａ代理店の計表＞」と同様。 
 ▼ 「国庫金勘定事務」－「ホーム」画面 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
－ホーム 

＋通常入力 

－支払未済額 

＋諸報告 

＋更正等入力 

＋帳簿照会 

＋計表照会 

－入力終了 

－入力終了取消 

－事務選択画面（戻る） 
 

 

 

ホーム 

 

○国庫内為替受信状況 

 

・国庫内為替     … あり 

・振替済通知書    … なし 

 
 

 

（官庁会計システム） 

 

国庫金勘定 

日付：●●○○年○月○日 

ユーザーＩＤ：Ｘ001 

ユーザー氏名：ＸＸＸＸ 

 
「国庫内為替」の受信状況が「なし」から「あり」に変わるので、入力終了の

送信までに「口座別受払残高一覧」を出力する。 

日 本 銀 行 本 店 

財務省会計センター 

①支払情報・送金情報（3,000 円） 

依 頼 先 

金融機関 

Ｄ裁判所 

歳入歳出外現金出納官

吏 

国庫金支払系歳出金集中払

等システム 

統合国庫記帳システム 

 

③Ｃ代理店の保管金内訳帳の「Ｄ裁判所」口座に自動払出記帳（午前１０時３０分頃までを目途） 

明細 

番号 

 

日付 

入力店 

小切手番号または 

振替書番号 

 

摘 要 

 

借（払出） 

 

貸（受入） 

 

残 

1 20.4.1  旧帳から繰越  5,000 5,000 

 

2 

 

21.3.26 

本店 

指 5678 

  

3,000 

 

 

 

2,000 

─ 払出額は指図書毎に記帳。 

 

②払出データ 

④国庫送金依頼書等の作成 ⑤国庫送金依頼書等を交付* 
・国庫送金依頼書 

・国庫金送金案内書 

・国庫金送金決済票 

 
* 日本銀行本店と当座勘定取引
のない先については、送金資金
と共に一括依頼先金融機関に交
付する。 

送金資金 

 76 

 



追補（７）４．保管金・供託金および特別調達資金の支払情報（振替情報）による払出・受入事務 
 

●  保管金もしくは供託金の口座を有する歳入歳出外現金出納官吏または自店に特別調達資金口座を有する分任特別調達資金会計官等が、官庁会計システムにより指図した支払情報

（振替情報）の国庫内振替事務は、次のとおり取扱う。 

── 支払情報による払出分が保管金内訳帳、特別調達資金内訳帳の当該口座に記帳された場合には、「国庫金勘定事務」－「ホーム」画面の「国庫内為替」の受信状況が「なし」

から「あり」に変わるので、入力終了の送信までに「口座別受払残高一覧」を出力する。 

── 振替情報による受入分が保管金内訳帳、特別調達資金内訳帳の当該口座に記帳された場合には、「国庫金勘定事務」－「ホーム」画面の「国庫内為替」および「振替済通知書」

の受信状況が「なし」から「あり」に変わるので、入力終了の送信までに「振替済通知書」および「口座別受払残高一覧」を出力する。 

＜例＞ 

振  替…… Ｅ代理店に保管金口座を有するＦ裁判所の歳入歳出外現金出納官吏が「支払情報・振替情報（通常払）：2,000 円、振替書番号 9876、送金等番号：01234567A8901234」によりＧ代理店に 

あるＨ裁判所の保管金口座に振替えたケース 

 

 
 

 

  

 

 

 

 

＜Ｅ代理店＞ 
 ▼ 「国庫金勘定事務」－「ホーム」画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜Ｇ代理店＞ 
▼ 「国庫金勘定事務」－「ホーム」画面 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
－ホーム 

＋通常入力 

－支払未済額 

＋諸報告 

＋更正等入力 

＋帳簿照会 

＋計表照会 

－入力終了 

－入力終了取消 

－事務選択画面（戻る） 
 

 

ホーム 

 

○国庫内為替受信状況 

 

・国庫内為替     … あり 

・振替済通知書    … なし 
 

 

 

 

 

 
－ホーム 

＋通常入力 

－支払未済額 

＋諸報告 

＋更正等入力 

＋帳簿照会 

＋計表照会 

－入力終了 

－入力終了取消 

－事務選択画面（戻る） 
 

 

ホーム 

 

○国庫内為替受信状況 

 

・国庫内為替     … あり 

・振替済通知書    … あり 
 

（官庁会計システム） 

１／２ 

日 本 銀 行 本 店 

 

 

 

財務省会計センター 

 

①支払情報・振替情報 

（2,000 円） 

F 裁判所 

歳入歳出外現金出納官吏 

国庫金支払系歳出金集中払

等システム 

統合国庫記帳システム 

 

③Ｅ代理店の保管金内訳帳の「Ｆ裁判所」口座に自動払出記帳（午前１０時３０分頃までを目途） 

明細 

番号 

 

日付 

入力店 

小切手番号または 

振替書番号 

 

摘 要 

 

借（払出） 

 

貸（受入） 

 

残 

1 20.4.1  旧帳から繰越  10,000 10,000 

 

2 

 

21.3.26 

本店 

振 9876 

  

2,000 

 

 

 

8,000 

─ 払出額は振替書毎に記帳。 

 

④Ｇ代理店の保管金内訳帳の「Ｈ裁判所」口座に自動受入記帳（午前１０時３０分頃までを目途） 

明細 

番号 

 

日付 

入力店 

小切手番号または 

振替書番号 

 

摘 要 

 

借（払出） 

 

貸（受入） 

 

残 

1 20.4.1  旧帳から繰越  300,000 300,000 

 

 

2 

 

 

21.3.26 

本店 

送 01234567A8 

 901234 

 

 

Ｅ代理店保管金Ｆ裁判所から 

 

 

 

 

 

2,000 

 

 

302,000 

─ 受入額は個別明細毎に記帳。 

②振替データ 

「国庫内為替」および「振替済通知書」の受信状況が「なし」から「あり」に変わるので、入力終了の

送信までに「振替済通知書」および「口座別受払残高一覧」を出力する。 

国庫金勘定 

日付：平成○○年○月○日 

ユーザーＩＤ：Ｘ001 

ユーザー氏名：ＸＸＸＸ 

 

国庫金勘定 

日付：平成○○年○月○日 

ユーザーＩＤ：Ｘ001 

ユーザー氏名：ＸＸＸＸ 

 

「 国 庫 内 為

替」の受信状

況が「なし」

から「あり」

に 変 わ る の

で、入力終了

の送信までに

「口座別受払

残高一覧」を

出力する。 

 

【受入記帳分】歳入歳出外現金出納官吏から、「国庫金振替の番号」欄に１６桁の番号（冒頭から９

桁目が「Ａ」のもの）が記入されている「国庫金振替訂正請求書」の提出を受けたときは、発行官庁

の記名、印影が届出の印鑑票と一致することを確認し、同請求書（写）を、日本銀行業務局業務運行

統括グループに日本銀行業務オンラインにより送付する（適宜の送付書を添付するほか、送付後速や

かに、同グループに電話連絡を行う。）。また、本書は上部余白に「再報分」と記入したうえ同グルー

プに郵送により提出する。 
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＜Ｇ代理店の計表＞…… Ｅ代理店の計表は、「２．保管金・供託金の支払情報（振込情報）による払出事務」の「＜Ａ代理店の計表＞」と同様。 

▼「国庫金処理別受払高表（科目別検証用＜添付・入力件数等＞）［受］」（「自店入力分」、「他店入力分」、「センターからの連動分」、「自店計」のうち「センターからの連動分」、「自店計」に印字） 

 

国庫金処理別受払高表（科目別検証用＜添付・入力件数等＞） ［受］ 
平成２０年度０３月分自店計（および「センターからの連動分」に印字＜金額のみ＞） 

                                                                        Ｇ代理店 

＜――――――――――――――――――現金――――――――――――――――――＞     

＜自店（窓口）＞ ＜――――――――別計算――――――――＞  

    ＜計＞ 

送信摘要 

コード 

 

コード 

計算科目 

  名称 

＜振替＞ 

＜交換所＞ ＜送金＞ ＜その他＞ 

  ――――― ―――――   ０７０ １０５１ 保管金 2,000 

  ――――― ―――――     金額合計 2,000 

 ――――― ―――――     入力件数合計 １ 

 

 

 

▼「国庫金処理別受払高表（科目別検証用＜添付・入力件数等＞）［払］」（「自店入力分」、「他店入力分」、「センターからの連動分」、「自店計」のうち「センターからの連動分」、「自店計」に印字） 

 

国庫金処理別受払高表（科目別検証用＜添付・入力件数等＞） ［払］ 
平成２０年度０３月分自店計（および「センターからの連動分」に印字＜金額のみ＞） 

                                                                        Ｇ代理店 

＜――――――――――――――――――現金―――――――――――――――――――＞     

＜自店（窓口）＞ ＜――――――――別計算――――――――＞  

    ＜計＞ 

送信摘要 

コード 

 

コード 

計算科目 

  名称 

＜振替＞ 

＜交換所＞ ＜送金＞ ＜その他＞ 

     ０７０ １４１７ ※国庫内為替 2,000 

       金額合計 2,000 

       入力件数合計 １ 

 

 

 

▼「国庫金処理別受払高表（科目別検証用＜添付・入力件数等＞）［計算外］」（「自店入力分」、「他店入力分」、「センターからの連動分」、「自店計」のうち「センターからの連動分」、「自店計」に印字） 

 

国庫金処理別受払高表（科目別検証用＜添付・入力件数等＞） ［計算外］ 
平成２０年度０３月分自店計（および「センターからの連動分」に印字） 

                                                                        Ｇ代理店 

       計算科目 名  称 

項  目 入力件数 ＜―――――――金 額―――――――＞     コード  

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

入力件数 総合計（受） １    

入力件数 総合計（払） １    

入力件数 総合計（計） ２    

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

振替済通知書（未出力分を含む）枚数                 １ 

 

 
▼「口座別受払残高一覧」 

口座別受払残高一覧 

（日付）平成 21 年 03 月 26 日 

平成 20 年度 

口座名称         

計算科目 所管庁等 取引官庁等 部局等（勘定） 項       

 ＜――――――――――――――――――当日――――――――――――――――――――――＞  ＜――――受累計――――＞ ＜――――払累計――――＞ 

コード ＜受＞ ＜払＞ ＜残高＞ ＜旧帳から繰越高＞ ＜月初来＞ ＜年度初来＞ ＜月初来＞ ＜年度初来＞ 

保管金 Ｈ裁判所          

1051  2,000   302,000 300,000 2,000 2,000   

国庫内為替           

1417    2,000 -2,000    2,000 2,000 

 

 

 

 

       3 

取引日 21.03.26 

       6 

取引日 21.03.26 

1 

Ｇ代理店 

       8 

取引日 21.03.26 

２／２ 
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追補（７）５．歳入歳出外現金集中払にかかる振込および送金の事務フロー 

 

● 自店に保管金もしくは供託金口座を有する歳入歳出外現金出納官吏または自店に特別調達資金口座を有する特別調達資金出納命令官等が、官庁会計システムにより指図した振込情報（通常払）

および送金情報（通常払）の事務フローは次のとおり。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(官庁会計システム) 

 

 

日本銀行本店 

②データの検証、処理 

・支払情報により統合国庫

記帳システムへ払出記帳 

・振込情報により振込明細

データ（テレ為替電文）を

作成 

⑥依頼先金融機関の当座勘

定に振込資金を入金（日本

銀行の支店のみに当座勘

定を有する先は当該勘定

に入金） 

 

全銀センター 

 

依  頼 先 

金 融 機 関 

 

【振込情報の事務フロー】 

①支払情報・振込情報

（通常払）を送信 

（午前９時頃） 

③振込明細データ（テ

レ為替電文）を送信 

（午前９時３０分頃） 

④振込明細データ（テレ為替電文）を送信 

日本銀行本店 

②データの検証、処理 

・支払情報により統合国庫記

帳システムへ払出記帳 

・送金情報により「国庫送金

依頼書」、「国庫金送金案内

書」、「国庫金送金決済票」

等を作成 

④依頼先金融機関の当座勘定

に送金資金を入金 

 

依  頼 先 

金 融 機 関 

 

①支払情報・送金情報（通常払）

を送信（午前１０時頃） 

③「国庫送金依頼書」、

「国庫金送金案内書」、

「国庫金送金決済票」を

日本銀行業務オンライ

により送付 

【送金情報の事務フロー】 

⑤任意通数金

額照合通知に

よる確認 

別途ペーパーによる

振込依頼がある場合

がある（注） 

（注）「国庫送金依頼書」に「国庫金振込明細票」を添えて振込依頼を行う場合の振込情報は   次

のとおり。 

 ― 国庫金振込明細票には「（注意事項）振込不能となった場合には、送金資金の返れいを  

行って下さい」と記載されるほか、「国庫金振込明細票」の番号欄には１６桁（冒頭から９

桁目が「Ａ」のもの）の番号が記入される。 

・振込依頼金額が１００億円以上のもの 

 ・受取人の預貯金口座番号が８桁以上のもの 

 ・振込先金融機関が全国銀行内国為替制度に非加盟のもの 

  

  

(官庁会計システム) 

 

 

（注）この送金の場合において、歳入歳出外現金出納官吏または特別調達資金出納命令官等から国庫

金送金の支払停止・国庫金送金通知書の再発行・支払場所の変更・送金事項の訂正（金額、支払

場所以外の記載事項の訂正）に関する請求書等（国庫金送金通知書番号または送金の番号欄に１

６桁（冒頭から９桁目が「Ａ」となっているもの）の番号が記入されているもの）の提出を受け

たときは、発行官庁の記名、印影が印鑑票と一致することを確認し、同請求書等の写を、日本銀

行業務オンラインにより送付する（送付後速やかに、日本銀行業務局国庫送金業務グループに電

話連絡を行う。）。また、本書は上部余白に「再報分」と記入したうえ同グループに郵送する。 

  

  

 

代 理 店 

 

国庫金送金の支払停止・国庫金送金通知

書の再発行・支払場所の変更・送金事項

の訂正依頼（注） 
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追補（７）６．歳入歳出外現金集中払にかかる振込または送金の取消請求による組みもどし事務 

 

● 自店と保管金もしくは供託金の取引を有する歳入歳出外現金出納官吏または自店と特別調達資金の取引を有する特別調達資金出納命令官等から「送金又は振込番号」欄に１６桁（冒頭から９

桁目が「Ａ」となっている）の番号が記入されている「国庫金送金又は振込取消請求書」もしくは「特別調達資金送金又は振込取消請求書」（以下「取消請求書」という。）の提出を受けた場合

は、次のとおり取扱う。 

  ―― なお、送金の取消請求において日本銀行業務局国庫送金業務グループから、当該送金が支払済である旨の連絡を受けた場合には、当該取引官庁に「支払済みであること、支払済の書面通知・

取消請求書は業務局から送付すること、受入済通知書または領収済通知書は自店が送付すること」を連絡する。 

 

 

＜保管金・供託金の例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代理店（自店） 

 

の取引官庁  

①「取消請求書」に接続の「受入済通知書」を受付、

次の事項を実施 

・発行官庁の記名、印影を印鑑票と照合 

・金額に訂正、改ざんがないことを確認 

・「受入済通知書」は切り離し、手続終了まで手許保

管 

 

 

代  理  店 

 

（自 店      ） 

 日本銀行業務局国庫送金業務グループ 

（連絡先は統合国庫記帳システム事務選 

択画面掲載の連絡先一覧を参照）  

④ 手許保管の「受入済通知書」を送付 

③ 「取消済通知書」、「取消請求書（写）」を日本銀行業務オンラインにより送付を

受けたときは、次の事項を実施 

イ．「取消請求書（写）」と手許保管の「受入済通知書」を照合 

ロ．「取消請求書（写）」により「国庫金組替書」（払出科目：国庫内為替、受入科

目：「取消請求書（写）」の記載科目、振替先：「取消請求書（写）」記載の取引担

当官所属の官庁名）を作成 

ハ．「国庫金組替書」により、「国庫内為替」を払出し、当該口座に受入れの記帳

をする（取消済通知書を受けた当日中に必ず統合国庫記帳システムの「国庫金

勘定事務―通常入力―組替」により保管金等口座に記帳する）＜注１＞ 

二．「国庫金組替書」は日本銀行業務オンラインにより送付を受けた「取消済通

知書」および「取消請求書（写）」を添付し払出証票として整理＜注２＞ 

② 「取消請求書（写）」

を日本銀行業務オンラ

インにより送付する

（送付後速やかに、日

本銀行業務局国庫送金

業務グループに電話連

絡を行う。）。また、「取

消請求書」の上部余白

に「再報分」と記入した

うえ郵送する。 

  

受 入 済 通 知 書 
 

 

○○地方裁判所 

歳入歳出外現金出納官吏 殿 

 

 

令和  年 月 日 

 

 

 

日本銀行○○代理店 

下記の金額の送金を取消し、 年 月 日に 保管金に受入済

につき通知します。 

送 金 又 は 振 込 の 別 １ 送金   ２ 振込 

送 金 又 は 振 込 番 号 20012345A2500001 

送金又は振込の請求年月日 令和 3年 5月 10 日 

フ リ ガ ナ ニチギン ハナコ 

受 取 人 氏 名 又 は 名 称 日銀 花子 

金 額 ￥１３１，０００－ 

振 込 先 又 は 払 渡 金 融 機 関 

店 舗 名 
○○郵便局 

  
 

 

 

 

 

計算科目：国庫内為替  

国庫金送金又は振込取消請求書 

 
 

第２５号 

 令和 3年 6月 10 日 

日本銀行○○代理店 あて 

○○地方裁判所 

歳入歳出外現金出納官吏 

裁判所事務官 ○ ○ ○ ○ 印 

下記の金額の送金について取消し、当該金額を保管金に受入れ 

て下さい。 

送 金 又 は 振 込 の 別 １ 送金   ２ 振込 

送 金 又 は 振 込 番 号 20012345A2500001 

送金又は振込の請求年月日 令和 3年 5月 10 日 

フ リ ガ ナ ニチギン ハナコ 

受 取 人 氏 名 又 は 名 称 日銀 花子 

金 額 ￥１３１，０００－ 

振 込 先 又 は 払 渡 金 融 機 関 

店 舗 名 
○○郵便局 

  
 

 

─ 日本銀行業務局から日本銀行業務オンラ

インにより送付を受けた取消請求書（写） 

─ 自店において留め置いた受入済 

通知書 

業務局 

別計算 

3.6.15 

【取消請求書（写）と受入済通知書の記載例】 

【国庫金組替書の作成例】 

・日本銀行業務局が記入、押印したもの。 ・１６桁で冒頭から９桁目が「Ａ」のもの。 

＜注１＞ 「国庫金勘定事務」－「通常入力」－「組替」の入力画面の
うち、「摘要」欄はブランクとし、「摘要名称移し整理時」欄に
は「移し整理」と表示されるが削除する必要はない。 

＜注２＞ 「国庫金組替書」（払出科目：「国庫内為替」）の計数は、振替
取引であるため、システム上、「合計書（払出）」に印字されない
が、「国庫金組替書」は「同（払出）」※に添付したその他払出証
票と一緒に整理・保管する。 
※ 当日の事務が組替のみの場合は出力されないため、業務運
行統括グループに連絡のうえ、その指示に従う。 
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○ 特別調達資金の場合は基本的には上記フローと同様ながら、日本

銀行業務局で記帳処理を行うため、③ロ．～二．の取扱いは不要。

ただし、日本銀行業務局の記帳処理後、統合国庫記帳システムによ

り「振替済通知書」（計表照会―日次＜振替済書等＞）を作成し、

金額、受入科目、振替先を自店保管の「受入済通知書」または「領

収済通知書」と照合する。なお、「振替済通知書」は適宜廃棄す

る。 

 

振替 

3.6.15 

日 
本 銀 

行 

○ 
○ 代

店 
理 

国 庫 金 組 替 書  

 

 

 

 

 

 

 

    １３１ ０００ 
 

振替先 

○○地方裁判所 
 

 

振替元 

―――――――― 

 

受入科目 

 

保 管 金 

払出科目 

 

国庫内為替 （日付） 
 
日本銀行    店 

 

（注）振替元欄には横線を引く。 

振替 

3.6.15 

日 
銀 
行 

本 

○ 
○ 代 

店 
理 



  

追補（７）７．歳入歳出外現金集中払にかかる送金の支払期限経過による組みもどし事務 

 

● 自店と保管金もしくは供託金の取引を有する歳入歳出外現金出納官吏または自店と特別調達資金の取引を有する特別調達資金出納命令官等が、官庁会計システムにより請求した国庫金送金に

ついて、支払期限経過による保管金もしくは供託金または特別調達資金口座への組みもどしを行うため、日本銀行業務局国庫送金業務グループから「組みもどし済通知書」等を日本銀行業務オ

ンラインにより送付を受けた場合は、次のとおり取扱う。 
 

 

＜保管金・供託金の例＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

代  理  店 

 

（自 店      ） 

 

 

① 「組みもどし済通知書」、「受入済通知書（写）」、「払込書（写）」、「隔地払等
期限経過報告書」を日本銀行業務オンラインにより送付を受けたときは、次
の事項を実施 

イ.「払込書（写）」により「国庫金組替書」（払出科目：国庫内為替、受入
科目：「払込書（写）」記載の資金の種類別区分、振替先：「払込書（写）」
記載の取引担当官所属の官庁名）を作成 

ロ.「国庫金組替書」により、「国庫内為替」を払出し、当該口座に受入れ
の記帳をする（組みもどし済通知書を受けた当日中に必ず統合国庫記帳
システムの「国庫金勘定事務―通常入力―組替」により保管金等口座に
記帳する）＜注１＞ 

ハ.「受入済通知書」を作成し、手許保管 

二．「国庫金組替書」は日本銀行業務オンラインにより送付を受けた「組み
もどし済通知書」、「払込書（写）」および「受入済通知書（写）」を添付
し払出証票として整理＜注２＞ 

 

日本銀行業務局 

国庫送金業務グループ 

 

 

代理店（自店） 

 

の取引官庁 

 

②手許保管の「受入済通知書」に「隔地払等期限経

過報告書」を添付して送付 

・「受入済通知書（写）」に「送付済」および送付

日を記入 

 

受入済通知書 

第      号 
○○地方法務局 

歳入歳出外現金出納官吏 
 円 

￥２１３，５００ 

 

送金資金一年経過分 

内訳別紙のとおり 

上記の金額を領収しました。 

平成 年 月 日 

 

日本銀行 

 

 

○○地方法務局 

歳入歳出外現金出納官吏  殿 

 

計算科目：国庫内為替 

払 込 書   供託金 

第   号 
○○地方法務局 

歳入歳出外現金出納官吏 
 円 

￥２１３，５００ 

 

 

送金資金一年経過分 

内訳別紙のとおり 

上記の金額を払い込みました。 

平成 年 月 日 

 

日本銀行 

 

 

日本銀行 ○○代理店 

御中 

 

【受入済通知書・払込書（写）の記載例】 

【国庫金組替書の作成例】 

資金の種類別区分 

・日本銀行業務局が記入、押印したもの。 

─ 自店において作成し、留め置いた

受入済通知書 

─ 日本銀行業務局から日本銀行業務オンラ

インにより送付を受けた払込書（写） 

業務局 

別計算 

3.6.8 

＜注１＞ 「国庫金勘定事務」－「通常入力」－「組替」の入
力画面のうち、「摘要」欄はブランクとし、「摘要名称移
し整理時」欄には「移し整理」と表示されるが削除する
必要はない。 

＜注２＞ 「国庫金組替書」（払出科目：「国庫内為替」）の計数
は、振替取引であるため、システム上、「合計書（払出）」
に印字されないが、「国庫金組替書」は「同（払出）」に
添付したその他払出証票と一緒に整理・保管する。 
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○ 特別調達資金の場合は基本的には上記フローと同様ながら、日本銀行業務局
で記帳処理を行うため、①イ.～二.の取扱いは不要。ただし、日本銀行業務局の
記帳処理後、統合国庫記帳システムにより「振替済通知書」（国庫金勘定事務―
計表照会―日次＜振替済書等＞）を作成し、金額、受入科目、振替先を日本銀行
業務オンラインにより送付を受けた「特別調達資金組入済通知書（写）」または
「受入済通知書（写）」（以下「組入済通知書等（写）」という。）と照合したうえ、
組入先送付用の「組入済通知書等」を作成する。なお、「振替済通知書」および
日本銀行業務オンラインにより送付を受けた「組入済通知書等（写）」は用済後、
適宜廃棄する。 

 

国 庫 金 組 替 書  

 

 

 

 

 

 

   

    ２１３ ５００ 
 

振替先 

○○地方法務局 
 

 

振替元 

―――――――― 

 

受入科目 

 

供 託 金 

 払出科目 

 

国庫内為替 （日付） 
 
日本銀行    店 

 

 （注）振替元欄には横線を引く。 

振替 

3.6.8 

日 
銀 
行 

本 

○ 
○ 代 

店 
理 

振替 

3.6.8 

日 
本 銀 

行 

○ 
○ 代 

店 
理 



追補（７）８．歳入歳出外現金集中払の払出口座が残高不足エラーとなった場合の対応 

● 日本銀行業務局業務運行統括グループから、官庁会計システムにより指図を受けた歳入歳出外現金集中払の払出口座が残高不足エラーとなった旨の連絡を受けた場合は、次のとおり取扱う。 

── 支払情報（振込情報）は午前９時３０分頃までを目途に、支払情報（送金・振替情報）は午前１０時３０分頃までを目途に保管金、供託金および特別調達資金口座に記帳されるが、代理

店の記帳誤りに起因する残高不足エラーが発生した場合には、自店による当日更正入力や日本銀行による後日更正の代行入力により残高不足を解消し、その後に日本銀行において払出記帳

を行ったうえで、後続事務を処理するので、迅速な原因究明を要する（遅くとも午前中）。なお、残高不足エラーが取引官庁に起因するものである場合は、当該取引は支払不能情報として当

日の取引から除外する扱いとなる。 

── 「歳入歳出外現金集中払の払出口座における残高不足エラー発生時のチェックリスト」を常時手許に保管し、残高不足エラーが発生した場合のチェックリストとして使用する。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

日本銀行業務局業務運行 

統括グループ 

代  理  店 取引官庁 

① 残高不足エラー発生の連
絡、原因調査の依頼 

②「歳入歳出外現金集中払の払出口座における残高不足

エラー発生時のチェックリスト」に連絡内容を記入 

③ 残高不足口座の帳簿を出力 

＜残高が不一致である場合＞ 

⑥ 不一致日の帳簿と受払証票を照合 

―― 他店入力分については日本銀行業務局が確認 

―― 自店等の誤りが判明した場合は⑦、⑧は不要 

⑧ 不一致日の帳簿と取引官庁から聴取した 

取引明細を照合 

 

④ 残高照合 ⑤ 残高照合の結果連絡 

― 残高が一致している場合⑩’へ 

― 残高が不一致である場合⑥へ 

⑨ 原因調査の結果連絡 

残高不足エラーが代理店に

起因する場合 

残高不足エラーが取引官庁に

起因する場合 

⑩’支払不能情報として当日
の取引から除外する旨、 
連絡 

⑪’支払不能情報として当
日の取引から除外する旨、
連絡 

⑪ 後日更正の依頼、「更正票

（写）」および当該受払証票

（写）、入力結果確認表（写）を

日本銀行業務オンラインによ

り送付 

   

⑫ 後日更正の代行入力実施 

⑬ 後続処理 

⑩「更正票」の作成（後日更正の場合） 

 ── 当日更正の場合は、代理店が更正入力を行う。 

残高不足エラーの発生 原因究明 

代理店に起因する場合 

取引官庁に起因する場合 

財務省会計センターから支払

不能情報の連絡 

⑦ 取引明細聴取 
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追補（７）８．②歳入歳出外現金集中払の払出口座における残高不足エラー発生時のチェックリスト  

  年  月  日 

※ 日本銀行業務局業務運行統括グループの電話番号は統合国庫記帳システム事務選択画面掲載の連絡先一覧を参照 

項 番 内                    容 チェック欄 

１ 

○ 日本銀行業務局から、残高不足エラー発生の連絡、原因調査の依頼 

・取引官庁名：                                           

・払出データの種類（該当に○）： 振込情報 ・ 送金情報 ・ 振替情報 

・計算科目（該当に○）：   保管金   ・    供託金 

・払出金額：               円・残高不足額：            円 

 

 

 

── 

２ 

○ 取引官庁との残高照合の準備（残高不足口座の帳簿出力） 

・統合国庫記帳システムにおいて「国庫金勘定事務」―「帳簿照会」―「その他帳簿」を選択 

・初期表示された照会日の「日」欄をブランクにして当月分を出力 

・エラー発生日が月初から１２営業日までの場合には前月分も出力 

 

３ 

○ 取引官庁との残高照合による残高不一致の有無の特定 

・出力帳簿により当該官庁口座の前日残高、現在残高を記入 

自店口座の前日残高：              円、現在残高：             円 

・取引官庁に対し、「本日の払出データ（種類）に残高不足エラーが発生しているため、残高照
合をお願いする」旨を依頼し、官庁の把握する残高を記入 

(ａ)官庁側の前日残高：             円、現在残高：             円 

・官庁振出済みで未払小切手がある場合は、同小切手金額を記入し、同小切手調整後の残高を
記入 

(ｂ)未払小切手：（   番）          円、（   番）           円     

(ａ)＋(ｂ)官庁側の前日残高：          円、現在残高：             円 

【残高が一致している場合】官庁の払出データが過大 ⇒ 項番６へ 

【残高が不一致である場合】日付を遡って照合を実施し、残高不一致の発生日を特定 

（   月   日）自店残高：          円、官庁残高：             円 

○ 確認結果を日本銀行業務局業務運行統括グループに連絡 

 

４ 

○ 不一致原因の特定 

・不一致発生日の帳簿と自店保管の受払証票とを照合し、誤りの有無を確認 

─ 他店入力分は日本銀行業務局が誤りの有無を確認 

― 自店等の誤りが判明した場合は、以下の官庁からの取引明細の聴取等は不要 

・取引官庁から不一致発生日の取引明細を聴取し、帳簿と照合 

【誤りの内容】（該当に○）自店・官庁：受・払：内容              

 

５ 

▼ 自店の「誤り」が判明した場合の更正処理 

○ 日本銀行業務局業務運行統括グループに内容を連絡 

・当日更正を要する場合は、日本銀行業務局の指示により直ちに自店更正を実施し、終了の旨
を同グループに連絡 

・後日更正を要する場合は、直ちに「更正票」を作成し、当該更正票の写を、当該受払証票の
写、入力結果確認表の写とともに日本銀行業務オンラインにより送付し、代行入力を依頼 

 

６ 

▼ 取引官庁の「誤り」が判明した場合（当日の払出データの誤りを含む） 

○ 日本銀行業務局業務運行統括グループに内容を連絡 

 

○ 取引官庁への連絡 

・日本銀行業務局からの指示により、取引官庁に対して「残高不足エラーとなった本日の払出
データ（種類）は支払不能情報として扱う」旨を連絡 
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